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１ 基本的な事項  

（１）過疎地域の現状と問題点 

 本県には、令和３年３月26日に成立した過疎地域の持続的発展の支援に関する特別

措置法に基づいて公示された過疎及び過疎とみなされる市町が11市町（５市、６町）、

過疎とみなされる区域がある市町が３市町(１市、２町)、特定市町村が３市あり、県

内20市町の85.0％を占めている。 

 

ア 過疎地域の概要 

○市町数：17 市町（特定市町村含む） 

○人 口：310,841 人 （県全体の 23.3％） 

○面 積：3,736.93ｋ㎡（県全体の 65.8％） 

○高齢者の割合：41.6％（県全体 32.5％） 

○若年者の割合： 8.8％（県全体 11.7％） 

   

【過疎地域一覧表】 

 

※みなし過疎 … 旧法である過疎地域自立促進特別措置法で過疎地域に指定され

ていた地域のうち、一部過疎地域の人口又は面積、現在の市町村

の人口及び財政等の一定の要件を満たせば新市町全域で過疎地域

とみなされる地域 

※一部過疎  … 合併前の旧市町村単位で人口要件を満たし、かつ、現在の市町

村が財政力要件を満たす地域 

※特定市町村 … 旧法である過疎地域自立促進特別措置法で過疎地域に指定され

ていたが、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法で要

件を満たさず非過疎となった地域（令和３年４月１日から６年間

の経過措置有） 

 

  イ 過疎地域の現況（別表１） 

過疎地域の現況を別表１によりみると、総面積では3,736.93ｋ㎡（令和７年国土

地理院）で、県土の65.8％を占めているのに対し、人口は310,841人（令和２年国

調）で県人口の23.3％に止まっており、人口密度も１ｋ㎡当たり83人で、非過疎地

区分 該当市町 

全部過疎 
宇和島市、八幡浜市、大洲市、西予市、上島町、久万高原

町、内子町、松野町、鬼北町、愛南町 

みなし過疎 伊予市 

一部過疎 

今治市のうち旧菊間町、吉海町、宮窪町、伯方町、上浦町、

大三島町、関前村 

砥部町のうち旧広田村 

伊方町のうち旧伊方町、瀬戸町、三崎町 

特定市町村 

松山市のうち旧中島町 

新居浜市のうち旧別子山村 

四国中央市のうち旧新宮村 

非過疎 西条市、東温市、松前町 
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域528人に比べて極めて低い状態にある。 

また、県全体に対する過疎地域の年齢階層別割合をみると、65歳以上の高齢者が

29.8％を占めているのに対し、15歳から29歳までの若年者は17.5％に止まっており、

高齢化と若年者不足の状況を示している。 

過疎地域が県全体に占める産業別就業人口の割合をみると、第１次産業は64.0％

と大きな比重を占めているが、第２次産業は20.4％、第３次産業は22.4％と低くな

っている。 

また、令和２年の国勢調査に基づく、全国の過疎地域の就業者数に対する第１次

産業の従事者の割合が13.7％であるのに対して、本県では17.6％と４ポイント程度

上回っており、全国的に第１次産業の従事者の割合が減少傾向にある中、本県にお

いては、依然としてそのウエイトが大きいといえる。  

  令和６年４月１日現在の過疎地域における一般県道の改良率は57.2％と県全体の

改良率61.9％に対し低くなっており、無医地区数は県全体の83.3％を占めている。 

  また、教育の面では、令和７年５月現在の過疎地域の小学校児童数は11,212人で

県全体の19.0％、中学校生徒数は6,482人で県全体の21.0％となっており、一学校

当たりの児童・生徒数は103人で非過疎地域234人と比べて低く、学校の小規模化が

進んでいる。 

ウ 人口の推移（別表２・別表５） 

次に、過疎地域の人口の推移を別表２によりみると、５年ごとの人口減少率は、

昭和40年代まで11％程度の高い率を示していたが、昭和45年から昭和50年の間で

4.8％に低下し、昭和50年以降昭和60年までの各５年間の減少率は、それぞれ1.9％

と2.6％に鈍化した。しかし、昭和60年以降平成12年までの各５年間の減少率は

5.5％、4.8％、4.9％と再び５％程度で推移し、平成17年以降令和２年までの各５

年間では、6.1％、7.0％、8.0％、8.9％と高くなっている。 

この中で、注目すべきことは、別表５の過疎市町別の人口推移に示されているよ

うに、過疎地域17市町のうち、人口減少率が10％を超える自治体が、昭和40年から

昭和45年では12市町であったのに対し、昭和45年から昭和50年では、５市町、昭和

50年から昭和55年では２市町、昭和55年から昭和60年では１市と減少していること

であり一定の施策効果が現われたことがうかがえる。 

しかし、昭和60年から令和２年の各５年間で人口減少率が10％以上の市町が再び

増加し、その他の大半の過疎市町についても減少傾向が続いており、この間に、人
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口減少率が10％以上の期間があった市町は９市町で、うち８市町において、いずれ

も２回以上となっている。 

全国的に人口減少が進む中、本県においても人口減少対策を最重要課題として位

置づけ、各種施策を展開しているものの、依然として厳しい状況が続いており、過

疎地域17市町の中でも立地条件が極端に悪い一部の市町において、特に人口減少が

顕著となっている。 

エ 高齢者・若年者人口の推移（別表３・別表４） 

また、過疎地域の高齢者（65歳以上）人口の推移を別表３によりみると、高齢者

人口の構成比は、令和２年で41.6％と、県平均の32.5％に対し9.1ポイントも高く、

その差は昭和35年の 1.0ポイント、昭和45年の 2.2ポイント、昭和55年の 3.1ポイ

ント、平成２年の 4.4ポイント、平成12年の 6.6ポイント、平成22年の 7.4ポイン

ト、平成27年の 8.0ポイントと次第に広がってきており、過疎地域においては、一

段と高齢化が進行していることを示している。 

また、令和２年の国勢調査に基づく、全国の過疎地域（令和４年４月１日現在）

における高齢化は、39.7％とされており、本県の過疎地域は、全国の状況と比較し

ても更に1.9ポイント高い状況にあり、特に65歳以上の人口が半数を超えた集落に

おいて、社会的共同生活の維持が課題となっている。 

更に過疎地域の若年者（15～29歳）人口の推移を別表４によりみると、若年者人

口の構成比は、昭和35年では20.1％であったのに対し、昭和45年では19.5％、昭和

55年では17.1％、平成２年では14.2％、平成12年では13.5％、平成17年では11.8％、

平成22年では10.3％、平成27年では9.6％、令和２年では8.8％と増加する高齢者に

反して減少の一途をたどっている。  

また、本県では、全国よりも少子高齢化の傾向が顕著となっており、若者を中心

とした人口流出による社会減だけでなく、自然減による人口減少の加速により、こ

れまで以上に過疎化の進行が懸念される。 

オ 過疎対策の沿革等 

これまで本県では、昭和45年の過疎地域対策緊急措置法、昭和55年の過疎地域振

興特別措置法、平成２年の過疎地域活性化特別措置法、平成12年の過疎地域自立促

進特別措置法といった過去４回の旧過疎法に基づいて、過疎地域における交通通信

体系、港湾等の生産基盤の整備や生活環境、保健医療、教育等の生活諸条件の整備

について総合的かつ計画的な施策を推進してきた。 
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また、令和３年に成立した過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基

づき、これまでのハード面を中心とした整備に加え、ソフト事業にも過疎対策事業

債を活用し、地域医療の確保や住民に身近な交通の確保、集落の維持・活性化等住

民の安心・安全な暮らしを守るための各種施策を推進してきた。 

しかしながら、若年層を中心とした人口の流出と少子高齢化は依然として進行し

ており、活力ある地域社会を維持していくためには、引き続きハード・ソフト両面

での創意工夫を凝らした各種施策を推進するほか、広域的見地から地域が一体とな

った取組が必要と考えられる。 

カ 過疎地域の区別 

本県の過疎地域は、その自然的・社会的特性により次の３つに区別することがで

きる。（特定市町村含む） 

 ○ 離島地域（２市１町） 

  瀬戸内海のほぼ中央部に位置する越智郡島しょ部及び忽那諸島の一部で構成す

るこの地域は、柑橘類の主要生産地の一つとなっており、人口で過疎地域の

8.4％（令和２年国調）、面積で5.5％（令和７年国土地理院）を占めている。 

越智郡島しょ部の一部については、平成11年に瀬戸内しまなみ海道（西瀬戸自

動車道）が開通したものの、周囲を海で囲まれ、しかも平地が少なく狭あいで、

慢性的な水不足に悩まされるなど、自然的・地理的な悪条件が経済、社会の発展

の大きな障害となっている。平成27年と令和２年を比較してみると、人口では

11.5％の減、若年者人口では14.3％の減であり、また、令和２年の高齢者比率で

は50.1％と、他の２地域と比較すると最も高い率を示しており、特に地域の活力

低下が懸念される地域である。 

○ 山村農山村地域（６市５町） 

本地域は、高知県と隣接する山間地、比較的都市に近い農山村地域及び南予農

村地域で構成され、人口で過疎地域の49.5％、面積では69.5％を占めている。 

人口は、平成７年から令和２年の間に26.3％減少しているが、地域別の人口減

少率を同期間で比較したとき、離島地域が40.3％、南予臨海地域が32.6％となっ

ており、他の地域と比べると低くなっている。 

しかしながら、平成17年から令和２年の各５年間の若年者人口の減少率は

18.6％、14.7％、15.5％と他の地域と同様に若年層の人口減少が進行している。 

○ 南予臨海地域（２市２町） 
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本地域は、本県の西南部に位置し、伊予灘及び宇和海に面した地域であり、人

口で過疎地域の42.1％、面積で25.0％を占めている。この地域は本県特産の柑橘

類の主要生産地を形成し、また、全国有数の生産量を誇る真珠、魚類養殖等の水

産業も盛んであるが、平成27年と令和２年を比較してみると、人口は9.1％の減

であり、依然として人口減少が進行しており、消費の減退や魚価の低迷、飼料・

燃油価格の高騰など、第１次産業を取り巻く厳しい環境の中、この傾向が続くか

どうか予断を許さない状況にある。 

このように、これら３地域は、それぞれ異なった特性をもっているが、現在、

次のような共通の問題点を抱えている。 

○産業構造の偏りによる他地域との所得格差の拡大 

○人口、特に若年層の流出に伴う地域活力の低下 

○極端な高齢化に伴う社会機能の減退 

○地理的・自然的条件等に起因する社会基盤整備の遅れ 

○空き家、遊休公共施設、耕作放棄地等の増加 

○担い手不足、集落の小規模化による集落機能の弱体化 

 

（２）過疎地域持続的発展の基本的な方針 

 過疎地域においては、人口の減少率が一時鈍化傾向を示していたが、県全体の人口

減少に伴い、再び上昇しており、依然として若年層の流出と、少子高齢化の進行に歯

止めがかからず、地域社会の活力低下が懸念されている。 

しかし一方で、過疎地域は、下流域の土砂災害の防止、水源の涵養、森林による二

酸化炭素の吸収など、都市部を支える重要な役割を果たしており、過疎地域が健全に

維持されることは、都市住民を含めた県民全体の安心・安全な生活に寄与することに

つながる。また、過疎地域は、豊かな自然環境や景観、固有の地域文化に恵まれ、安

らぎや安心を求め、地域での生活等を希望する都市住民のニーズに応える場でもある。 

このことから、過疎地域の住民の安心・安全な生活を維持するため、ナショナルス

タンダードの確保を図るとともに、地域自らが地域の特性を十分把握し、自らの創意

工夫により、豊かな自然環境や再生可能なクリーンエネルギー、安心・安全な食料の

供給、歴史文化資産といったそれぞれの有する地域資源を最大限活用した個性的で魅

力ある地域づくりを実施し、地域の自給力を高めるとともに、国民全体の生活にかか

わる公益的機能を十分に発揮することで、住民が誇りと愛着を持つことのできる活力
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に満ちた地域社会の実現を図ることにより、真の持続的発展を目指す必要がある。 

この基本的な方針を実現するために、各分野において作成される計画等との整合を

図り、連携しながら次の施策を推進する。 

  ア 産業の振興及び雇用の拡充 

第１は、若者に魅力ある産業の振興及び雇用の拡充である。 

まず、過疎地域の基幹産業である農林水産業については、地域の実情に応じた生

産基盤の整備、消費者ニーズに対応した高付加価値・高収益農産物の生産、農商工

連携や６次産業化への取組、生産性の向上及び経営の合理化、個性的で競争力のあ

る銘柄産地の形成や新たな流通システムの確立や販路開拓を推進して、魅力と競争

力のある農林水産業の育成を図る。また、後継者としてだけではなく、地域の持続

的発展のけん引者としての、多様な担い手の確保・育成を図る。 

次に、地場産業については、各地域の特産物等の資源の有効活用、新商品開発や

高付加価値化、複合的経営手法の導入、人材の確保・育成などにより、地場産業や

伝統産業の持続的な振興及び活性化に努める。 

そして、道路等の交通通信体系や産業団地の整備、産学官による連携強化を図る

など産業立地の条件を整え、地域に新たな活力を創出する先端成長産業を誘致する

とともに、過疎地域においても、地域密着型ビジネス、農地所有適格法人や企業な

ど多様な主体による地域資源を活用した農商工連携や６次産業化など、農林漁業者

と中小企業者の連携によるビジネスなどの起業化の促進やそのために必要な人材育

成に努める。 

さらに、地域の歴史・文化・自然を活かした個性的で特色ある観光資源の発掘・

育成、広域観光ルートの開発・ＰＲなど、時代に即した観光・レクリエーション産

業の振興や産業・雇用の創出につながる森林資源を活用した地域循環型エネルギー

システムの構築に努める。 

なお、これら産業の振興に当たっては、森林や農地の有する多面的機能を考慮し、

自然環境との調和に十分配慮する。 

  イ 子育て環境の確保・高齢者対策の推進及び福祉の向上・増進 

第２は、出産や子育て等に関する様々な負担感や不安感を軽減し、妊産婦や乳幼

児への保健対策を充実させ、こどもを生みやすく育てやすい環境の確保と高齢者が

地域社会を支える貴重な人材として貢献し、生きがいをもっていきいきと暮らせる

ような高齢者対策の推進である。 
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保護者が愛情豊かにこどもと接することができるよう、地域での交流や相談でき

る環境を確保し、妊娠・出産・子育ての「切れ目ない支援」に総合的に取り組む。 

また、健康で活動的な高齢者に対しては、就業、ボランティア活動・コミュニテ

ィ活動、生涯学習等の社会参加への機会づくりを積極的に推進し、高齢者をはじめ

全ての人が地域において安心して健やかに自立して暮らせるよう、健康づくりの推

進や、ケア施設等の整備、介護保険制度を始めとする高齢者を地域で支え合う地域

包括ケアシステムの確立を図るとともに、地域全体で高齢者を支える仕組みづくり

を推進する。 

  ウ 都市地域と過疎地域の交流促進 

第３に、都市地域と過疎地域が機能的に相互に補完し合うとともに、広域的な連

携を視野に入れた地域に活力もたらす開かれた地域間交流の促進である。過疎地域

を、自主創造的な余暇活動の場、あるいは、活力充足や心身の癒しの場、また、体

験・ふれあいの場、居住の場として、他地域との産業・文化・観光等の各分野にお

ける交流を活発に展開する。豊富な自然や貴重な歴史的・文化的遺産等を活用し、

テーマ性や物語性のある個性的で多彩な観光・レクリエーションづくりを実施する。

さらに、イベントや地域の伝統行事の活用のほか、多彩な自然を生かしたグリー

ン・ツーリズム等滞在・体験型の広域観光ルートの開発・PRなどに努め、交流人口

の拡大を図る。加えて、ふるさと納税制度を活用して、地域のファン獲得や関係人

口の創出に努め、地域の活性化を推進する。 

また、過疎地域においては、集落活動の担い手が減少している現状を踏まえ、都

市住民によるボランティア活動を契機とした集落と都市との継続的な交流を図る。 

エ  個性豊かな地域社会の形成 

第４に、個性豊かな地域社会の形成である。今後とも、都市部と格差のない高次

の医療、教育、生活環境、情報サービス等が享受できるよう交通通信体系や生活環

境、医療・教育の整備や情報化に努めるとともに、都市地域からのＵＩＪターンや

移住者の受け皿となるべく、住宅環境の整備や安全で快適、魅力的でゆとりある生

活空間づくりに努める。 

さらに、再生可能エネルギーの利用推進、美しい景観の整備や地域文化の振興等

を推進し、個性豊かな地域づくりに努める。 

加えて、住民自らが地域の課題を洗い出し、住民主体による地域づくりを進めて

いくため、地域自治組織が行う自主的・自発的活動を支援する仕組みづくりを促進
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するとともに、「過疎地域等政策支援員」や「集落支援員」、「地域おこし協力隊」

の導入など、過疎地域を維持・活性化させるための人材力の強化を図る。 

各地域の基本的な方向は次のとおりである。 

（離島地域） 

島しょ部の生活福祉の向上や離島性からの脱却を図るため、中枢的な港湾及び港

湾機能を有する漁港の整備拡充、離島航路の維持、離島架橋、島内道路の体系的整

備の推進を図る。また、離島地域固有の地域資源を活用した人的・物的交流を積極

的に推進していく。 

越智諸島地域においては、瀬戸内しまなみ海道（西瀬戸自動車道）により、産業

の振興、住民生活の利便性の向上、中国地方を含めた広域交流の促進等が図られて

いるほか、サイクリングイベント等の開催により地域の活性化に大きな効果がもた

らされており、今後これら振興策の更なる推進を図る。 

特に、産業の面においては、まず農業について、主要作目である柑橘、花き等の

栽培について、しまなみ海道を活用した都市近郊型農業としての産地形成を図る。 

また、水産業については、資源管理型漁業を推進するとともに、新しい養殖魚種

の開発及びその販売ルートの開拓を展開する。 

また、観光面においては、第１級の観光資源である瀬戸内しまなみ海道の特色を

生かすとともに、地域の歴史文化と自然を活かした観光拠点の整備や農林水産業の

観光化などを推進し、広域的な見地を含めた都市地域との交流による地域の振興と

活性化を図る。 

（山村農山村地域） 

農山村における居住環境を向上させるため、生活道路、集落排水、公園など身近

な生活基盤の整備を行うとともに、基幹道路等をはじめとする社会・産業基盤の整

備についても推進するほか、圏域の中核都市との連携の強化に努め、地域資源や特

産品を活かした新たな産業おこしを図り、雇用機会の創出や定住環境の充実を図る。 

特に、この地域の基幹産業である農林業については、就労環境の改善を図りな

がら農業の高付加価値化や、都市部に近い平地部での野菜・花きの栽培や山間部

での冷涼な気候を活かした高原野菜等の栽培、南予地域での落葉果樹栽培や酪

農・畜産業の育成に努めるほか、恵まれた森林資源を有効に活用するため、川上

から川下まで流域が一体となって新たな森林産業を創出するなど、流域林業社会

の構築を図る。 
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さらに、自然環境の保全に留意しながら、地域資源を活用したふるさと産品・

むらおこし産品の開発等による農畜産物加工業等の振興や新たな産業おこしを図る。 

また、石鎚山系や四国カルスト等における山岳・高原型の観光施設の整備充実に 

努め、都市地域との交流拡大を図る。 

（南予臨海地域） 

本地域は、平地が少なく山が海岸まで迫っている典型的なリアス海岸地帯であり、

この地形的な制約の中で古くから様々な工夫と努力により、柑橘類の段々畑での生

産や、入り組んだ入り江を利用した真珠や魚類の養殖など個性的な生産形態をつく

り上げてきた。特に八西地域や吉田地区は全国有数の柑橘類の銘柄産地となってお

り、将来にわたる高品質みかんの銘柄産地としてのブランドの保持・強化を推進す

る。 

また、宇和海沿岸部においては、マダイ、ブリ類、真珠・真珠母貝等の海面養殖

が盛んに行われているが、近年の消費の減退や魚価の低迷、飼料・燃油価格の高騰

など厳しい状況となっており、その対策が喫緊の課題となっている。 

今後は、新しい養殖の技術の開発や既存技術の改良を推進するとともに、真珠

のブランド形成に努める。 

 

（３）広域的な経済社会生活圏の整備の計画等との関連 

 過疎地域の持続的発展のためには、それぞれの地域特性に応じたきめの細かい対策

が必要であるが、これを単独の地域として扱ったのでは効果的な整備は期待できない。

したがって、過疎地域における計画・事業の実施に当たっては、地方拠点都市地域基

本計画や定住自立圏構想・連携中枢都市圏など広域的な視野にたった計画・構想を踏

まえ、施策相互間の有機的連携に配慮しつつ、諸施策を積極的に推進する。 

特に、公共施設等の整備に当たっては、広域的視点に立ち、中核となる都市との機

能分担、連携に留意し、地域特性に応じた体系的な整備や老朽化対策にも努めるも

のとする。 
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２ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

（１）移住・定住・地域間交流の促進、人材育成の方針 

   過疎地域は、人口減少と少子高齢化の急速な進展や地域を支える産業の衰退に伴い、

特に若い世代における都市部への流出が顕著である。 

こうした課題に対応し、過疎地域を活性化するためには、都市部からの多様な人

材の確保による移住・定住の促進や地域の担い手となる人材の育成、過疎地域とそ

の他の地域間の継続的な交流を促進していくことが重要となる。 

このため、過疎地域に人を呼び込めるよう移住・定住しやすい環境整備を促進す

るとともに、産学官及び農商工連携により、地域に働く場所を創出し、若年者への

きめ細かな就職・起業支援等を通じて地域の担い手の確保を図り、地域課題を解決

する人材の育成に取り組む。 

 

（２）移住・定住の促進 

本県の過疎地域は、瀬戸内の豊かな海に囲まれた島嶼部、日本の原風景が残る里

山と古い町並みなどの歴史的な文化遺産が共存する農山村地域など人々の生業と暮

らしが息づく環境にある一方で、条件不利地域であるがゆえに、コロナ後の東京一

極集中の再拡大や自治体間競争の激化も相まって、進学や就職を契機とした若い世

代の人口流出に歯止めがかからず、少子高齢化も著しく進み、地域の担い手不足が

深刻化している。 

 このため、市町や関係団体と連携しながら、移住先としての認知度向上を図ると

ともに、過疎地域における雇用・就労、居住環境、生活の利便性などの移住不安の

払拭に向け、移住コンシェルジュの配置や過疎地域等政策支援員の導入、地域おこ

し協力隊経験者を活用した移住相談機能の強化をはじめ、各種移住フェアや移住セ

ミナー、移住体験ツアー等の開催を通じ、自然環境や子育て環境に恵まれた愛媛暮

らしの魅力を訴求し、受け入れから定住に至るまで切れ目のない重層的な支援を行

い、若い世代を中心に、地域を支える担い手の呼び込みを強化することで、大都市

圏住民の移住促進を図る。 

 また、デジタルマーケティングの手法を活用して、移住潜在層等に対する効果的

な情報発信を行い、本県への新たな移住希望者を開拓するとともに、移住サイトの

充実による情報発信力を高めるなど、デジタル技術を戦略的に活用し、人材誘致の

加速化を図る。 
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   さらには、求人・移住総合情報サイト「あのこの愛媛」を活用した雇用と移住のマ

ッチング支援に努め、ふるさと愛媛Ｕターンセンターとも連携した若年層への就職支

援を実施するほか、農林漁業団体と連携して多様な新規就業者を確保するため、必要

な情報発信や技術習得の支援に取り組むなど、就業・就農支援の充実を図る。 

   特に、人口減少が進む南予地域での移住者受け入れの仕組みづくりを推進し、人が

人を呼び込む好循環を創出するなど地域活力の再生を目指す。 

   このほか、「オール愛媛」体制で移住・定住促進の取組を進めるため、愛媛ふるさ

と暮らし応援センターの機能強化を図るほか、市町が取り組む移住者の住まいの確保

や時代のニーズに対応したソフト・ハード両面での移住・定住等促進事業への支援を

行う。 

 

（３）地域間交流の促進 

上記（２）で取り組む移住・定住の促進に加え、若い世代の人口の流出と著しい

少子高齢化の進行により閉鎖的になりがちな過疎地域にとって、外部からの様々な

刺激は地域の活性化のために極めて重要になっている。 

このため、地域への関心や地域との関わりを深める中で築いた地域との縁（関係）

が将来的な移住のきっかけとなることが多いことから、地域に継続的に多様な形で

関わる関係人口の創出・拡大に取り組む。 

また、近年のデジタル技術の進展や働き方改革に加え、コロナ禍を契機に、テレ

ワークが急速に普及し、都市部の労働者が地方で働きながら休暇を楽しむワーケー

ションを導入する企業も増えつつあることから、引き続き多様な地域資源や既存公

共施設等を有効活用し、休暇活用・事業創造・地域課題解決型等の地域の特長を生

かしたワーケーションを推進し、都市地域等との交流拡大を図る。 

   さらに、近年では生活スタイルの変化に伴い、テレワークや兼業・副業を実施する

など多様な居住スタイルが普及する中、二地域居住者も地域の新たな担い手として、

交流拡大と受け入れに向けた支援の充実を図る。 

   加えて、ふるさと納税制度を通じて地域の魅力を発信し、新たなファンの獲得につ

なげるとともに、体験型返礼品の活用により都市部住民との交流を促進する。 

このほか過疎地域では、集落活動の担い手が減少している現状を踏まえ、引き続

きボランティア活動を契機とした集落と都市との継続的な交流を図る。 
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（４）人材の育成を図るための対策 

人口減少や少子高齢化等の著しい過疎地域において、地域力の維持・強化を図る

ためには、地域づくりのけん引役となるキーパーソンや地域の担い手となる人材の

育成が特に重要な課題となっている。 

   このため、県内の先進事例や地域づくりの手法を学ぶ実践的な研修や県内各地の地

域づくり活動者との交流を通じて、地域づくり活動の中心となる人材のスキルアップ

や将来にわたる幅広いネットワークの構築を支援するほか、大学とも連携し、地域課

題の研究を通じて地域人材の育成を図る。 

   また、移住者を地域に受け入れる仲介役となる集落支援員や移住コーディネーター

等に対する交流研修や情報交換を通じた連携強化を図ることにより、地域の関係者を

巻き込んだ移住者受入態勢を構築し、地域の多様な主体を繋げ、かつ、地域外とも調

整・橋渡しできる人材の育成に努める。 

   さらに、過疎地域で地域課題の解決に取り組み、地域協力活動に従事する地域おこ

し協力隊には、産業支援機関等と連携して農林水産業への就業や起業の支援を行うと

ともに、地域おこし協力隊経験者団体の知見や経験を生かした県内の隊員の活動支援

の充実により、任期終了後の定住を促進し、地域における担い手の育成を図る。 
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３ 産業の振興 

（１）産業の振興の方針 

 本県の産業は、地理的条件あるいは産業開発の経緯から、地域によりそれぞれ異な

った特色を持っており、大きく東予・中予・南予の３地区に区分される。東予では基

礎素材型産業を中心とする工業及び平坦地農業、中予では商工業及び中山間地帯での

農業、南予では果樹栽培、養殖業等の農林水産業が主産業となっている。これらの発

展過程及び現状を踏まえながら、諸計画との調和を図りつつ、基盤整備のみならず、

情報提供や人材確保、市場流通等の施策にも積極的に取り組み、各過疎地域における

産業振興対策及び地域経済活性化のための条件整備を進めていく必要がある。 

このため、農林水産業においては、生産基盤の整備と維持・保全、多様な担い手の

確保・育成、競争力のある個性化産地の形成、新たな流通システムの確立等に取り組

む。 

製造業など地場産業の振興については、恵まれた自然や豊富な農林水産物など地域

に存在する優れた資源を見直すほか、新たな資源を掘り起こしながら、異業種による

交流や産学官の連携、デジタル技術の活用などを通じて、モノやサービスの生産性・

利便性の向上や新しい分野への挑戦などに取り組む企業等を育成する。 

また、農林漁業者と中小企業者の連携によるビジネスなどの創業の促進やコミュニ

ティビジネスの展開など地域に密着した新たな産業おこしに取り組むほか、地域資源

を最大限に活用した企業誘致や情報通信基盤を活用した新たな雇用の場の確保・充実

等にも努める。 

なお、産業基盤整備、特に海上輸送の拠点である港湾施設の整備については、地場

産業関連物資や生活物資を取扱う施設、フェリーや旅客船に対応した施設、港内の漁

船等を集約するための小型船だまり、港湾周辺の緑地等の整備を進める。 

また、恵まれた自然環境を保全しつつ、これを優れた観光資源として活用した観光

開発を推進するとともに、整備が進められてきた交流拠点や遊休施設等を活かした地

域産品の新たな流通・販売チャンネルの構築を図るほか、複合的経営手法の導入を図

り、地場産業等とも連携して、地域全体の産業の高付加価値化の実現に努める。 

 

（２）農林水産業の振興 

本県の過疎地域における農林水産業は、急傾斜地帯が多く、水不足と狭あいな耕地

など、生産条件に恵まれていないうえ、就業者の農業以外への流出や、就業人口の高



 14 

齢化が進み、生産基盤の脆弱化を招いている。 

このような厳しい生産環境のもとで、地域特性を生かした魅力と競争力のある農林

水産業の育成を図るため、個性的な産地の形成や効率的な流通システムの確立、産品

の特色を生かしたブランド化の促進、農商工連携や６次産業化への積極的な取組、優

良農地の確保と有効利用に必要な生産基盤の整備を推進するとともに、過疎地域の活

性化をけん引する意欲ある多様な農業者の育成・確保、農山漁村の生産・生活を支え

る女性の地位向上のための環境整備、高齢農業者がその能力を十分発揮できるような

支援の充実強化等を図る。 

また、農林水産研究所との連携のもと、農林漁業関係普及組織の指導により、生産

性の向上及び農林漁家経営の合理化を図る。 

さらに、農林水産業の持続的発展を図るためには、潤いと活力に満ちた農山漁村の

形成が不可欠であることから、定住環境の整備や地域の個性・資源を活かしたグリー

ン・ツーリズム等のソフト事業を活用した都市との交流を促進するほか、多様な就

業・所得機会の確保や住民協働力の形成による地域コミュニティの再生を推進し、住

民が豊かさを実感できる地域づくりを目指す。 

ア 農業部門では、本県特産の柑橘をはじめとして、適地適作を基本に品質の向上に

努めるとともに、多彩な銘柄産地の育成を図る。 

また、農業経営の多角化・複合化、農地の利用集積及び作業の効率化等を図るう

えで欠かせない生産基盤については、それらが有する公益的・多面的機能を発揮し

続けられるよう、地域特性に配慮しながら、ほ場、かんがい排水施設、農道等の整

備・更新等を進めるとともに、耕作放棄地の解消を図る。 

さらに、集落を単位とした、土地、機械、施設、労働力等の農業資源の効率的な

活用や、作目間の有機的な補完結合によって地域や農家形態の特性を生かした複合

経営の推進などの営農指導に努めるほか、消費者ニーズに対応した完熟栽培や有

機・減農薬栽培等の個性化商品、健康指向に即した機能性食品の開発、農商工連携

や６次産業化等により、高付加価値・高収益農業の実現を目指す。 

イ 林業部門については、戦後、造成されたスギ・ヒノキ等の成熟した人工林資源を

積極的に活用して、森林の整備から木材の安定供給・加工・流通・販売まで、戦略

的かつ総合的な取組を推進するとともに、県産材製品等の需要開拓に努め、健全な

森林づくりと環境に優しい木材の利用拡大を図り、林業を成長産業に育成すること

を目指す。 
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  そのため、施業の集約化や路網整備、高性能林業機械の導入、担い手の確保・育

成、木材の安定供給体制の整備などを一体的に進める。 

  また、主伐を段階的・計画的に導入することで県産素材の増産を図り、県内木材

加工業へ安定供給し、業界の競争力を向上させるなど関連産業を振興するとともに、

低コスト化技術の開発や地域資源を利用できる人材の育成などにより、森林資源の

循環利用と山村地域の雇用を拡大し、山村地域の活性化を図る。 

ウ 水産業部門については、本県水産業を魅力ある産業としていくため、生産重視か

ら収益性の高い漁業へ転換すると同時に、次代を担う若い漁業者を経営と販売力を

身に付けた資質の高い漁業者に育成する積極的な対策に重点的に取り組み、「収益

性の高い漁業への転換」、「力強く有能な担い手づくり」の実現を目指す。 

特に、養殖業においては、魚種の多様化を推進するとともに、魚価の向上と経営

の安定を図るため、６次産業化、海外市場を視野に入れた水産物の新たな販路開拓

に取り組む。 

また、漁港や漁村の良好な自然環境を生かし、県民に親しまれ、都市地域との交

流が図られる漁港漁村の整備を推進する。 

さらに、各部門を通じて生産物の付加価値を高めるため、加工利用技術の開発を

進め、広域的流通体制の整備を促進する。 

 

（３）地場産業の振興 

 本県には、製紙、紙加工、タオル、アパレルなど全国的にも有数の地場産業があり、

生産はもとより、研究開発、デザイン、流通販売などその産業に関連する幅広い機能

の整備を図り、地場産業の活性化に努める。 

過疎地域における地場産業の振興を図るため、地域の原材料・労働力を活用した産

業の掘り起こし、地場産品に関する新商品開発・高付加価値化に努めるとともに、長

期かつ低利の中小企業向け融資制度などにより、地場産業の体質強化及び経営安定に

取り組む。 

地域別には、離島地域では、地元で水揚げされる水産物の付加価値を高めるため、

漁業者自ら或いは漁業協同組合単位で取り組める一次加工技術の開発を行い、地域特

産品の創出を図るとともに、既存の特産品も含めた販売力を強化するほか、造船業の

人材育成・確保に努める。 

山村農山村地域では、果樹、畜産物、高冷地野菜、花き、工芸作物、まゆ、林産物
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等地域資源を活かしたアグリビジネスを振興し、農・林産物の高付加価値化を図ると

ともに、ふるさと産品・むらおこし産品の開発等による農林畜産物加工業や地域の特

産品産業の振興と新たな産業おこしを図る。 

南予臨海地域では、真珠・ブリ類・マダイなどが全国有数の生産量を誇っており、

真珠の加工業育成やブランド形成に努めるほか、ブリ類やマダイなどの養殖魚の加工

による付加価値の向上、量販店、外食産業、海外市場など販路の開拓、拡大を図ると

ともに、豊かな水産物を使った練製品等の水産物加工業の支援にも取り組む。 

 

（４）企業の誘致対策 

過疎地域にあっては、輸送や企業用地等の産業立地条件に恵まれていないことか

ら、産業集積が低位に留まっており、雇用先が増えないことから人口流出の一因と

もなっている。 

   このため、愛媛の風土や地域特性を生かして、高い付加価値を創出し、地域ととも

に発展していくことが見込まれる優良企業の誘致に向け、情報収集力と営業力を強化

し、愛媛の魅力のＰＲを一層推進するとともに、立地環境の整備にも努め、地域経済

の活性化を図る。 

具体的には、東予はものづくり産業、中予は情報通信関連産業、南予は食品関連

産業など、地域の特性に応じた業種をターゲットにした誘致を基本に、過疎地域ご

との特長や強みを生かしながら、更には産学官金や農商工など新たな連携も構築し

て、様々な新技術・新商品やサービスの開発、創業に向けた企業誘致の取組を促進

する。 

   さらに、進出企業と地場産業との連携強化も図りながら、地域社会の活性化に努め

るとともに、農山村地域については、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置

法による優遇措置等を活用して、地域の特性に応じた企業の立地に努める。 

   なお、企業の誘致にあたっては、地域住民の生活環境と自然環境の保全に十分配慮

する。 

 

（５）起業の促進 

本県の開業率は、近年、廃業率を上回るものの全国平均を下回る状況が続いており、

県経済の持続的発展のため、起業（創業及び新事業展開）の促進を図ることが重要な

課題となっている。 
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このため、創業からその後の定着・成長までをオール愛媛で支援する「愛媛グロー

カル・フロンティア・プログラム」を推進するとともに、本県の新事業創出のための

中核的支援機関である（公財）えひめ産業振興財団に、技術・経営面などの豊かな専

門知識を有する人材を配したワンストップ相談窓口を開設して、インキュベートルー

ムや創業準備室、同財団に組成した「えひめ中小企業応援ファンド」の運用益による

各種助成事業や支援事業等を活用しながら、創業・起業化、研究開発、商品化・事業

化、販売促進など企業活動の各段階のニーズに応じた総合的な支援を行う。 

また、本県では、同財団を中核に、商工会議所や金融機関をはじめ、大学、県産業

技術研究所、各地の商工会など、オール愛媛の中小企業支援体制「えひめ・ビジネ

ス・サポート・ネットワーク（通称：チームえびす）」を結成し、創業希望者や中小

企業者を一体的に支援しているが、この取組を更に充実させ、過疎地域を含めた県下

全域の起業を促進する。 

過疎地域の持続的発展や活性化に向けては、地域の中に新たに経済活動を作り出す

という視点で、地域住民自らが地域の魅力ある資源や地域のニーズを掘り起こしビジ

ネスとして展開する地域密着型ビジネス、農業法人や企業など多様な主体による地域

資源を活用した農商工連携や６次産業化など、農林漁業者と中小企業者の連携による

ビジネスなどの起業を促進することとし、ファンド事業等の積極的な活用を図るとと

もに、ビジネスシーズの発掘、ビジネスプランのブラッシュアップ、販路開拓など切

れ目ない支援を行う。 

このほか、産学官の連携促進や情報関連人材の育成等に取り組むほか、低金利融資

制度等により、金融面からの支援を図る。 

 

（６）商業の振興 

 過疎地域における商業拠点は、商店街の組織化が遅れ、街区としてはっきりとした

区分がない商店街や経営者の高齢化、大型店との競争の激化により活力が低下し、あ

るいは今後、基本的な商業機能の維持が不安視される商店街、近年整備された産地直

送販売施設等との回遊性が十分に確保されていない商店街が見られるなど深刻な問題

を抱えている。また、移動手段が限られている高齢者を中心に日常の買い物に苦慮し

ている住民も見受けられるような現状である。 

このような現状分析を踏まえ、地域商店街活性化法に基づく事業活動など、商店街

が「地域コミュニティの担い手」として行う地域住民の生活利便の向上のための取組
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や高齢者向け宅配サービスなど近隣住民の基本的な商業ニーズに応える機能の強化、

地域の食や特産品を活かした商品開発、インターネット等を活用した電子商取引など

の促進を図る。また、商店街と大型店の共存共栄を目指し、地域の特色を活かした商

品の販売や商品開発を図るほか、道の駅等と連携した地域行事に併せたイベントの実

施により、地域内外からの集客拡大を促進するなど、過疎地域における商業の振興を

図る。 

 

（７）情報通信産業の振興 

 近年、デジタル技術は急速に発展しており、人口減少や高齢化が急速に進む過疎

地域において、次世代に向けた情報通信産業を振興することは、地域経済の担い手

不足や地域活力の低下等の課題解決につながることが期待される。 

このため、産学官金が連携し、県内企業におけるＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ、

ロボット等の先端技術の導入・活用を支援する体制づくりを促進することで、労働

力に限りがある過疎地域での生産性の向上と、付加価値の高い新製品や新サービス

の創出、デジタル技術の活用から生み出される新産業の育成を図るとともに、過疎

地域の実情に応じた通信ネットワークを柔軟に構築できるローカル５Ｇ等に関する

研究開発を進め、県内企業による５Ｇを活用した技術開発を促進することで、今後

の企業誘致や移住促進に繋げるなど、過疎地域の持続的発展に努める。 

 

（８）観光又はレクリエーション 

観光は、観光旅行者による消費の拡大や就業機会の増大など、観光産業にとどまら

ず、農林水産業、製造業など幅広い分野に波及する効果を生じさせ、地域経済の発展

に貢献する役割を担うとともに、訪れる人々の評価を通じて県民が自らの地域の良さ

を再認識し、地域への誇りと愛着をはぐくむことのできる活力に満ちた地域社会の実

現を促進するものである。 

また、「自然」、「文化体験」、「アクティビティ」を通じた観光レクリエーションに

対するニーズが高まっており、過疎地域が有する豊かな自然環境などの資源を活用し

ながら、観光レクリエーションや地域間交流の受け皿となることが期待されている。 

このため、過疎地域においても、魅力ある観光地づくりや交流人口の拡大を図るこ

とにより、活力ある地域社会を実現するため、「えひめお接待の心観光振興条例」に

より、次のような施策を積極的に推進する。 
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ア 観光旅行者の誘致を効果的に行うため、観光資源の広域的かつ有機的な連結を

図るための取組を促進する。 

イ 観光旅行者の再度の来訪への意欲を高めるよう、もてなしの向上及び観光旅行

者に迷惑をかける行為の防止に関する取組を促進する。 

ウ 地域の魅力を知り、及びその認識を深めるための情報の提供及び学習機会の確

保に関する取組を促進する。 

エ 地域の魅力を観光の観点から見直し、及びその活用を図り、並びに観光旅行者

の需要の高度化及び観光旅行の形態の多様化に対応したサービスの提供を確保する

ための取組を促進する。 

オ 観光旅行者への良質なサービスの提供が確保されるよう、観光に従事する人材

の育成に関する取組を促進する。 

カ 高齢者、障がい者、外国人等のすべての人々が安心して快適に観光を楽しむこ

とができる環境の整備に関する取組を促進する。 

また、国際定期便が就航している韓国、中国及び台湾を中心に、海外からの観

光客誘致にも積極的に取り組むほか、安全で快適なサイクリング環境の整備・拡

充により、サイクリストによる交流人口の拡大を図る。 
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４ 地域における情報化 

（１）地域における情報化の方針 

デジタル技術やデータの利活用が急速に進展し、情報化を前提とした住民本位の

デジタル変革（ＤＸ）の重要性が高まる中、本県において「誰ひとり取り残さない」

ＤＸを推進するため、条件不利地域におけるインターネット利用環境の向上、携帯

電話不感地域やテレビ・ラジオ難視聴地域の解消、ローカル５Ｇの導入など、情報

化を支える通信基盤の整備を促進するとともに、県民本位のデジタル化施策を幅広

く展開することで、県民生活の質の向上や新たな価値の創造による地域経済の活性

化等を図る。 

 

（２）情報通信基盤の整備 

情報通信基盤は、安心・安全で豊かな生活環境の実現のために不可欠であることか

ら、民間事業者等による整備・運営を原則としつつ、離島や半島、中山間地域など、

採算上の問題から整備が進みにくい地域において必要な対策を講じることとし、携帯

電話等不感地域については、関係市町が実施する基地局施設や伝送路施設の整備等を

支援する。 

また、ブロードバンド基盤の未整備地域及びテレビ・ラジオ難視聴地域においても

関係機関と連携して解消を図る。 

さらに、産学官が連携し、ローカル５Ｇを含めた次世代情報通信基盤の整備促進に 

も取り組み、居住する地域にかかわらず、誰もがデジタル化の効果を最大限享受でき 

る環境整備に努める。 

 

（３）デジタル化施策の展開 

県民生活に密接に関連する行政・暮らし・産業の三つの分野において、過疎地域

を含む全県下での幅広いＤＸを推進し、「県民本位のスマートえひめ」「安全・安心

のデジタル共生社会」「デジタルで飛躍する地域経済」の実現に向けて、県デジタル

総合戦略に基づくデジタル化施策を総合的・計画的に展開する。 

ア 「県民本位のスマートえひめ」を実現するため、インクルージョン（包摂）の観

点を意識しつつ、サービスデザイン思考に基づく行政運営に努め、時間、場所を問

わず最適な形で行政サービスを受けられる県民本位の行政のＤＸに取り組む。 

  このため、県民の手のひらで行政手続きを完結させる取組を拡充するとともに、
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市町との協働による県内自治体一丸となったデジタル化を更に推し進めるほか、新

しいデジタル技術も積極的に活用した業務の効率化・省力化を促進する。 

イ 教育、医療、福祉、防災、交通、まちづくり等、日常生活に関わるあらゆる分野

で、全ての県民が意識することなくデジタル技術やデータを利活用し、安全・安心

に生き生きと過ごすことのできる暮らしのＤＸを推進する。 

このため、スマート化を通じたデジタルでつながるまちづくりに取り組み、頻発

する自然災害への備えや対応、防犯・交通安全等にデジタル技術を導入していく。 

また、一人ひとりのこどもの学びの状況や家庭環境等に応じた教育の提供を図る

とともに、デジタル技術やデータを利活用し自分らしく生活できる環境整備等に取

り組み、生活の利便性や快適性の向上を目指し、県民が望む生活を実現する社会に

向けたデジタル化を進める。 

ウ 県内各地域で育まれてきた産業の特性や強みを生かし、更に伸ばすことを意識

しながら、デジタル技術やデータの利活用により県内産業の競争力強化を図ると

ともに、ＤＸを支えるデジタル人材の育成・確保を推進し、県内経済が力強く成

長する産業のＤＸに取り組む。 

 このため、本県の基幹産業である農林水産業やものづくり産業において、デジタ

ル技術やデータを利活用したスマート化を促進するとともに、県内大学や事業者と

連携したデジタル人材の育成のための取組を強力に展開するほか、本県の強みであ

るデジタルマーケティングの高度化推進により、更なる実需の創出と愛媛ファンの

一層の獲得を図る。 
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５ 交通施設の整備、交通手段の確保 

（１）交通施設の整備、交通手段の確保の方針 

過疎地域は、概して地理的諸条件に恵まれておらず、かつ圏域内中核都市や高速交

通とのアクセス、地域住民の生活に不可欠な生活道路など、総じて交通体系の整備が

遅れているところが多く、このため、国道、主要地方道など基幹道路の整備やこれら

の道路と接続する地域内道路網の整備を進めることが重要となっている。 

特に本県においては、県土が東西に長く、また県都松山を中心とした一極集中化が

顕著化してきている。 

このため、広域交通ネットワークを構成する高速自動車国道等の整備を促進すると

ともに、過疎地域においても持続的な圏域の形成が図られるよう、これらに連絡する

国道、県道、市町道についても重点的かつ効率的な整備を進める。 

特に、過疎地域において基幹的な役割を担う市町道・農林道・漁港関連道について

は、路線の重要性、事業の規模等を考慮し、県代行事業等により整備を促進する。 

地域住民の通勤、通学、通院など日常生活のために利用される交通機関である路線

バスや離島航路については、維持・確保さらには利便性の向上を図るとともに、ＪＲ

各線等の地域鉄道については、地域に密着した鉄道として、公共交通活性化の観点か

ら、地元市町とともに鉄道の利用促進と路線の維持・存続を図る。 

なお、地域にとって最適な交通体系を実現するためには、地域をあげた取組が必要

であることから、行政・交通事業者・住民等で構成する「愛媛県地域交通活性化推進

会議」を設置し、利用者の視点から地域交通のあり方を検討する。 

 

（２）国道、県道及び市町道の整備 

過疎地域にとって道路整備は、地域の活性化、定住と交流を促進し持続的な圏域形

成を図るうえで不可欠であることから、｢愛媛道ビジョン2016｣等に基づき、「重点化」

及び「効率化」、「連携・協働」の推進姿勢で取り組むとともに、道路インフラの老朽

化対策についても、メンテナンスサイクルの取組を進め、的確な維持修繕、更新に取

り組む。 

ア 県管理道路（国道（指定区間外）、主要地方道及び一般県道） 

過疎地域における県管理道路の改良率は、令和６年４月１日現在で70.4％と、県

管理道路全体の73.0％より低くなっており、円滑な交通を阻害している離合困難箇

所の解消等、地域における喫緊の課題を抱えたところから効率的な整備に努める。 
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イ 市町道 

過疎地域の市町道については、令和６年４月１日現在、道路改良率が47.4％、道

路舗装率が84.7％となっており、重要な市町道から順次改良及び舗装整備を進める。

なお、整備促進に当たっては、国の補助事業、県代行事業等により、計画的な整備

を図っていく。 

 

（３）農道、林道及び漁港関連道の整備 

 過疎地域における農道、林道、漁港関連道の整備は、地域農林水産業の活性化、農

林漁業者の定住促進を図るうえで、不可欠な要素である。 

 このため、本県では、土地改良事業、林業構造改善事業、林道整備事業、漁港関連

道整備事業等を推進し、農林水産業の生産基盤の改善に多大の成果を納めてきたが、

今後とも、引き続き既設道の改良、舗装等を含め、生産基盤の近代化を図るため、計

画的な整備に努める。 

 

（４）交通確保対策 

 過疎地域における路線バス等生活交通の確保は、地域住民の日常生活にとって極め

て重要な問題である。 

特に、高齢者や児童等の通院・通学等に欠くことができないバス路線については、

国、市町、事業者及び利用者等の関係者による「愛媛県地域公共交通網再編協議会」

などを設置し、地域の実情に応じた路線の編成に努めるほか、必要に応じて県単独の

補助金等により助成を行うなど、その維持・確保に努めるとともに、コミュニティバ

スやデマンド交通、交通空白地有償運送のほか、交通ＤＸ等を活用した新モビリティ

サービスなど、新たな輸送サービスの立ち上げについても支援する。 

また、離島における通勤、通学及び生活物資の輸送など住民の生活に欠くことので

きない航路についても、運航欠損額に対する助成などにより、その維持・確保を図る。 
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６ 生活環境の整備 

（１）生活環境の整備の方針 

過疎地域においては、地理的条件による制約があるものの、洪水や土砂災害等の自

然災害対策、景観保全、水源保全はもとより、近年、豊かな自然環境の魅力や、地球

温暖化の防止や資源循環型社会の構築における農山村地域や森林の果たす役割が積極

的に評価されてきたところである。 

そのため、環境破壊を防ぎ、安全・快適で魅力ある生活定住環境と持続可能な社会

を実現するため、森林や水路等の保全活動、耕作放棄地の復元、水道施設、生活排水

処理施設等の整備や廃棄物の発生抑制・リサイクルの取組を促進し、環境への負荷を

低減する。 

また、愛媛県住生活基本計画に基づき、公営住宅の整備、確保等を図る。 

さらに、火葬場についても整備の促進に努める。 

 

（２）上水道、下水道等の整備 

過疎地域の水道施設（上水道、簡易水道等）については、令和５年度末の普及率が

95.5％で、県平均の93.9％に比べ1.6ポイント上回っているが、今後も引き続き推進

を図る。 

また、各市町においては、水道の事業統合や料金の適正設定等により事業運営の安

定化を図るとともに、広域連携や官民連携等により水道の基盤強化に努める。 

なお、地理的に恵まれない地域においては、渓流水等小規模水源の有効利用を図る

など、水源の確保に努める。 

下水道や合併処理浄化槽などの処理施設の整備については、県内全市町を対象に生

活排水対策を推進するため、第四次愛媛県全県域生活排水処理構想に基づき計画的な

整備を図る。 

特に、下水道は、快適で潤いのある住環境の形成及び河川・海域等の公共用水域の

水質改善を図る上で、重要な社会資本であり、過疎地域における定住促進の一助とな

ることから、社会資本整備重点計画に基づいた整備を促進する。 

なお、過疎地域で下水道事業を実施しているのは、令和７年４月現在で、６市５町

であり、技術的助言や国費の活用などにより、下水道の整備を促進する。 

その他、合併処理浄化槽、コミュニティ・プラント、農業集落排水施設などの地域

の特性に応じた効率的な生活排水処理施設の計画的な整備を図る。 
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また、上水道、下水道施設等の新規整備に加え、耐災害性強化、維持管理・改築・

修繕の一体的な最適化を図り、持続的な事業運営を確保する。 

 

（３）廃棄物の適正処理 

廃棄物については、生活環境の保全上支障が生じないよう、発生抑制、再使用、再

資源化、適正処理を基本とし、ごみの分別徹底やリサイクル活動への取組を支援・推

進するなど、地域の実情に応じた効果的・効率的な資源循環システムの構築を促進す

るとともに、一般廃棄物処理施設（し尿処理施設を含む）の計画的な整備に加え、維

持管理・改築・修繕の一体的な最適化を図り、安定的かつ効率的な廃棄物処理体制を

確保する。 

また、都市部からの廃棄物の違法な流入を防ぐため、不法投棄未然防止の態勢を整

備する。 

 

（４）消防・救急施設の整備 

過疎地域においては、人口減少や少子高齢化の進展等の社会環境の変化に伴う消防

団の担い手不足、消防水利の不足等への対応が喫緊の課題となっている。このため、

機能別消防団員や女性消防団員等の拡充を図るなど消防団員の確保に努めるほか、市

町が作成する消防施設整備計画に基づき、国の補助制度などの活用により、耐震性貯

水槽、消防団設備等について、充足率の低い地域から積極的に整備を促進するととも

に、整備済み施設の損傷・劣化等を把握し費用対効果の高い維持管理を行うなどによ

り、消防力の一層の充実強化に努める。 

また、大規模な地震や火災などの災害に対処するため、実践的な訓練等を通じて

消防（局）本部や、消防団間の更なる連携強化を図るとともに、救急救命士の計画

的な養成に向けて消防（局）本部に助言をするなど応急救護体制、知識及び技術の

普及に努める。 

さらに、消防指令業務の共同運用などの消防事務について、消防の広域化と整合

を図りながら消防（局）本部間の連携・協力を推進するとともに、広域応援体制や

災害時の要配慮者の支援等の充実により地域防災力の向上を図る。 
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７ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

（１）子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進の方針 

本県の過疎地域における高齢者比率は、41.6％（令和２年国勢調査）と県全体の

32.5％に比べて高い状況にあり、在宅福祉に重点を置いた高齢者対策は喫緊の課題と

なっている。 

このため、愛媛県高齢者保健福祉計画及び介護保険事業支援計画に基づき、高齢者

が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、各地域の在宅サービスの充実や医療と介

護の連携強化等を図るとともに、必要なサービスが切れ目なく提供できる「地域包括

ケアシステム」の実現に向けた取組を推進し、きめ細かな福祉サービスの提供に努め

る。 

また、高齢者を地域社会を支える貴重な担い手と位置付け、積極的な就労や社会参

加を支援するとともに、「介護予防」の取組や健康づくり施策の充実に努めるなど、

高齢者をはじめとするすべての人が健康で生きがいをもって安心して暮らせる環境づ

くりを推進する。 

さらに、児童福祉の向上を図るため、保育施設の整備及び機能の充実に努める。 

併せて、障がい者福祉施設の整備を図る。 

 

（２）高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進を図るための対策 

健康で活動的な高齢者の増加に対応し、その生きがいづくりについて、老人クラブ

への助成事業等を通じて、ボランティア活動やコミュニティ活動等の社会参加をはじ

め、趣味、スポーツ・レクリエーション活動及び生涯学習等へ参加できる条件の整備

に努める。 

高齢者が要支援・要介護状態となることの予防又はその悪化の防止を目的として市

町が実施する予防給付・地域支援事業における介護予防事業が効果的なものとなるよ

う支援する。また、各市町が地域のニーズに応じて行う生活支援事業や過疎地域での

交流拠点となるデイサービスセンター、生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）

の整備、活用の支援に努める。 

また、医療、介護、予防、住まい、生活支援などの必要なサービスを一体的に提供

するための「地域包括ケアシステム」の構築に向けた市町の取組を支援する。 

さらに、認知症の早期発見や認知症サポーターの活用等による認知症高齢者への支

援、高齢者の移動・交通手段の確保や介護予防・日常生活支援総合事業による生活支
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援の推進のほか、介護を必要とする高齢者を支えるため、県在宅介護研修センターの

利用促進や介護テクノロジーの導入支援、介護人材の確保等に努める。 

介護サービス基盤の整備については、高齢者が介護を要する状態になっても出来る

限り住み慣れた地域や家族で自立した生活が継続できるよう、居宅サービス及び地域

密着型サービスに重点を置くこととし､愛媛県介護保険事業支援計画で定めた、介護

予防の拠点から重度の要介護状態に対応する入所施設に至るまで、介護サービス基盤

の整備を計画的に推進していく。 

 

（３）児童その他の保健及び福祉の向上及び増進を図るための対策 

過疎地域では、若年層の流出に伴い、児童数の減少も顕著であるが、将来の地域の

担い手が育成されるよう本県のこども・子育てに関する総合的な計画となる「愛媛県

こども計画」に基づき、こどもが健やかに生まれ育つ環境の整備に努める。 

県内の全てのこどもと子育て家庭に、良質な幼児教育と放課後児童対策を含めた保

育サービスを提供するとともに、身近な地域で様々な支援が受けられる体制を推進す

るため、各地域においては、教育と保育を一体的に提供する認定こども園や幼稚園、

保育所等について、地域の需給バランスを考慮した適正配置や、計画的な整備を図る

ほか、児童が放課後等を安全・安心に過ごせる居場所の確保のため、放課後児童クラ

ブや児童館の整備を行う。 

また、各市町が実施する一時預かりや延長保育、病児・病後保育等の多様な保育ニ

ーズへの支援事業や、全てのこどもの育ちと子育て家庭を支援するこども誰でも通園

制度の実施、地域子育て支援拠点設置など地域の実情に即した事業を推進し、地域に

おける子育て支援の機能や設備の充実を図るとともに、保育サービスネットワークの

構築等を支援する。あわせて、保育サービス等における質の向上や多様なニーズに的

確に応えられるサービスの充実を図るため、人材の確保及び育成についても取り組む。 

さらに、少子化の主たる要因とされる晩婚化・未婚化対策として、結婚を希望する

独身男女に出会いの場を創出するため、「えひめ結婚支援センター」を核に、企業・

ＮＰＯ・市町・ボランティア等と連携し、イベントやお見合い事業を通じて結婚を支

援していくとともに、市町と連携した若年層等に対する地域の実情に応じた結婚支援

事業の推進を図る。
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８ 医療の確保 

（１）医療の確保の方針 

本県の過疎地域における保健医療については、地域医療に従事する医師等医療従

事者の確保・定着促進、医療提供体制に対する支援及び医療の質の向上が課題とな

っている。 

地域に必要な医療を確保するため、県は、医療関係者、行政、住民等の医療提供

体制を構築する各主体との調整を行い、保健医療対策を取りまとめ、実行する役割

を担う。 

ア 医師の確保については、自治医科大学の活用、地域枠に対応した奨学金制度、

大学と連携した寄附講座の設置等の対策に引き続き努める。 

また、地域枠選抜出身医師や自治医科大学卒業医師をはじめ地域に根ざした医

師を育て、定着率を上げるための方策として、医師の育成過程等において地域医

療に動機付けする取組や、地域医療を担う医師が安心して勤務・生活できるキャ

リアパスの構築を推進する。 

看護師の確保については、ナースセンター事業等を推進して潜在看護師の活用

を図るほか、院内保育施設の充実や勤務環境の整備などを促進する。また、新人

看護職員研修事業や、実習指導者講習会事業、訪問看護管理者研修事業など、看

護の資質向上の推進を図り、看護職員の確保と県内定着を図る。 

イ 過疎地域における医療提供体制については、地域の中核的な病院等による過疎

地域への支援や、病院間・病院診療所間の協力体制の構築、地元医師会・保健所

等との連携、遠隔医療の環境整備を始めとする新たなＩＣＴの活用等により、へ

き地医療拠点病院やへき地診療所等を地域全体で支援する仕組みづくりに努める。 

また、へき地医療支援機構は、へき地診療所に勤務する医師等の支援機能等、

代診医等の派遣調整を的確に行うことが最大の任務であり、さらなる機能強化を

図る。 

ウ 過疎地域における医療の質の向上を図るため、医師、看護職員等の医療従事者

の研修、特殊診療科の併設、専門の異なる医師の複数配置等を促進し、診療所機

能の高度化に努めるとともに、患者ニーズの高度化・多様化に対応するため、患

者の生活の質の向上や高齢者、身体障がい者に配慮した施設づくりに努める。 
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（２）へき地医療対策 

ア 医療に恵まれない地域住民へ医療を提供するため、引き続きへき地診療所の整

備及び運営費の補助等に努め、現行の整備・施設設備の充実を目指すほか、へき

地に従事する医師に対する研修の実施や技術指導・援助等を行うことによりへき

地医療拠点病院の拡充と地域住民の医療の確保を図る。 

イ 令和４年の調査では、県内の過疎地域に無医地区が５地区、無歯科医地区が   

23地区あるため、保健所が行う無歯科医地区学童巡回保健指導事業の実施、離島

地域を対象とした済生会診療船による巡回診療の支援を引き続き推進する。 

ウ 療養を必要とする無医地区等の住民に対する通院手段の確保、医師の派遣又

は往診のため、今後、市町を単位としたへき地患者輸送車などの整備促進を図る

ほか、ＩＣＴによる診療支援やヘリの活用も検討し、へき地医療拠点病院の整備

充実とへき地診療所に対する支援に努める。 
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９ 教育の振興 

（１）教育の振興の方針 

教育水準の向上については、耐震化を含めた良好な教育環境を確保するため、教育

施設、体育施設、情報ネットワーク等の設備の充実を図るとともに、児童生徒の通学

条件の整備や教職員住宅等、教育諸条件の整備に十分配慮する。 

また、地域の特性を生かした生涯学習を推進するとともに、最新の情報通信技術を

活用して学習機会の提供を図るなど、学習機会の地域間格差の是正に努めるほか、

地域の力による安全な学校づくりの取組や地域コミュニティの中核的施設としての

学校施設の活用についても推進する。 

 

（２）公立小中学校等の教育施設の整備等 

耐震化を含めた良好な教育環境を確保するため、校舎、屋内・屋外運動場、水泳プ

ール、学校給食施設、寄宿舎、教職員住宅等の整備充実を図る。 

また、遠距離通学児童生徒のためのスクールバス、スクールボート等の整備を図る

とともに、遠距離通学児童生徒の通学費については、国の補助制度を活用するほか、

県単独の過疎・離島地域遠距離通学援助事業を引き続き実施する。 

さらに、小規模校における教育は、その特殊事情にかんがみ、これに必要な校舎、

屋内運動場などの整備充実を図り、教育環境の改善に配慮する。 

なお、学校施設等については、世代を超えた地域住民の交流を促進するとともに、

多様な住民ニーズに対応するために、運動場への照明施設の設置を図るなど、地域活

動等の場として活用できるよう配慮するほか、廃校となった施設等についても、地域

への愛着を育んできた貴重な地域資産として、企業誘致による新たな産業の拠点とし

ての活用や、福祉施設や都市との交流拠点、こどもの体験活動のフィールド、災害時

の地域防災拠点としての再整備等の有効活用を図る。 

 

（３）集会施設、体育施設、社会教育施設等の整備等 

 地域住民の自主的な活動や社会教育の中心となる施設として、集会所を身近な日常

生活単位に整備するとともに、住民の健康保持及び親睦を深めるために多目的広場や

レクリエーション施設等の整備を図る。 

また、住民の多様化する学習内容に対処できるよう、愛媛県生涯学習センター等を

拠点にして、公民館をはじめ、地域の教育・文化施設等と連携し、指導者の養成等を
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図り、社会に還元できる生涯学習事業を推進するほか、図書館では、地域の知の情報

拠点として、自館資料はもとより、愛媛県立図書館横断検索システムをはじめとする

県内図書館の相互ネットワークを活用し、多様な住民の要望に対応するとともに、地

域における課題解決の支援に努める。 

さらに、平成29年開催の国民体育大会のために整備した施設を活用するとともに、

高齢化の進展を踏まえ、地域住民のライフステージに応じ、生涯にわたってスポーツ

に親しみ、健康づくりを行えるよう、総合型地域スポーツクラブなど、様々な組織が

活動しやすい環境を整備する。 

なお、体育施設の適正配置を進めるとともに、地域の実情に即した体育施設の効率

的な運営のため、施設の相互利用や施設のネットワーク化などを図る。 

その他、都市の小中学校生による農山漁村における長期宿泊体験活動等の交流事業

などにも取り組む。 
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10 地域文化の振興等 

（１）地域文化の振興等の方針 

 文化水準の向上については、地域の人々の心を豊かにし、誇りと愛着を持てる個性

豊かなふるさとづくりを進めるため、地域の歴史と風土から生まれた伝統文化を生か

しながら、新しい地域文化を創造する。 

 特に、民話や民謡などの伝承活動、祭りなどの伝統行事への住民参加を促進し、地

域に伝わる文化の継承に努め、それぞれの地域の貴重な歴史的、文化的資源の保存と

活用について、住民に対する意識啓発や活動支援に取り組むとともに、それらを生か

した特色あるイベントの創出、他地域のさまざまな文化との多様な交流を促進する。 

 また、伝統文化を次世代に継承していくため、調査等による実態把握・記録・価値

の再評価を行うほか、学校教育や社会教育と連携し、観賞・学習機会を充実するとと

もに、小学校のクラブ活動や中学校の部活動等も活用しながら、若者自らが地域文化

の担い手になれる機会を作り、若年層への普及・継承を図り、さらに、伝統文化活動

を行う団体を支援し、後継者の育成を図る。 

 さらに、文化面における都市住民との格差の是正を図るため、国内外の優れた芸術

鑑賞機会を拡充するなど、地域の文化活動の拠点となる各種施設の有効活用に努める

とともに、発表機会の充実などにより地域住民の文化活動の支援を促進する。 

 

（２）地域文化の振興等に係る施設の整備 

 地域の文化財や自然、産業遺産等の歴史的価値のある資源を活用した観光・学術・

文化交流を促進する。 

 また、市町の文化ホール、歴史民俗資料館等の機能充実に努めるとともに、役割分

担や地域バランス等を十分検討したうえで、地域において伝承されてきた文化財や歴

史的遺産を保存・活用して、地域文化の振興を図るための施設等を整備する。 
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11 集落の整備 

（１）集落の整備の方針 

  

 過疎化の進行に伴い、弱体化する集落の生活及び生産等の機能を保持するため、集

落ネットワーク圏の形成等を図り、生活支援や生業の創出等の地域課題の解決に資す

る取組を支援し、集落環境の整備と居住環境の維持・向上に取り組む。 

  また、集落が持つ豊かな個性の伸長と集落の機能維持・強化を支援するため、地域

が抱える課題に住民主体で対応する仕組みの構築と集落運営を伴走支援し、持続可能

な集落づくりを加速化する。 

 

（２）集落の維持・活性化 

過疎地域持続的発展支援交付金等の国事業を活用し、市町と連携しながら、次世代

を生きる地域人材の育成、ＩＣＴの活用による地域課題への対応、集落の機能再編、

遊休施設を再活用した地域振興、集落ネットワーク圏の形成など地域の個性を生かし

た取組を推進する。 

また、特定地域づくり事業協同組合制度を活用した地域で働き続ける仕組みの導入

など地域の働き手の確保を図るほか、豊かな自然環境や多様な食文化などの地域資源

を活用した仕事の創出を推進する。 

集落に必要な生活機能等を確保するためにも、市町間での広域連携の取組を進展さ

せ、定住の受け皿を形成するとともに、地域公共交通の確保や教育環境の整備など生

活関連機能サービスの向上を行うことにより、住民が安心して快適な暮らしを営んで

いける環境づくりを進める。 

さらに、住民が集落の問題を自らの課題として捉え、集落の将来像を描きながら、

住民主体による地域づくりを進めていけるよう、地域活性化及び地域づくりに関する

支援機能を持つ「公益財団法人えひめ地域活力創造センター」を伴走支援窓口として

機能の集積と強化を図り、市町や大学等の関係機関とも連携しながら、持続可能な地

域運営のサポートや複数の集落機能を補完する「地域運営組織」の形成促進・活動強

化を行うとともに、「集落支援員」や「過疎地域等政策支援員」、「地域おこし協力隊」

の導入など、過疎集落を維持・活性化させるための人材力の強化を図り、多様化・高

度化する集落対策への支援充実に取り組む。 
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12 再生可能エネルギーの利用の推進 

（１）再生可能エネルギーの利用の推進の方針 

本県から排出される温室効果ガスの９割以上は、石油や石炭などの化石燃料の燃焼 

により発生・排出される二酸化炭素（エネルギー起源CO2）が占めており、その削減 

のためには、省エネ性能の高い機器や設備への更新等による、エネルギー消費量の削 

減のみならず、再生可能エネルギーの利用等による、エネルギーの低炭素化を進めて 

いくことが、必要不可欠である。 

特に、県民の暮らしや経済活動との調和を図りつつ、持続的に脱炭素社会の実現を 

目指す本県において、太陽光や風力のほか、森林等の木質バイオマスや農業用水路の 

小水力など、過疎地域に豊富に存在する自然の資源を有効活用することで、地域の低 

炭素化のみならず、過疎地域の経済活性化や、災害時にも利用できる自立・分散型エ 

ネルギーシステムの構築にも繋がることから、地域特性を活かした多様な再生可能エ 

ネルギー等の導入促進を図り、地域の持続的発展を目指す。 

 

（２）再生可能エネルギーの利用推進及び導入促進を図るための対策 

再生可能エネルギーは、出力の安定性や導入・運用に係るコスト、地域との調和

等の課題があるものの、環境への負荷が少なく、地域経済の活性化等の効果が期待

されることから、過疎地域における地域特性を踏まえた再生可能エネルギー等を利

活用したまちづくりを推進し、地域全体として二酸化炭素排出量や化石燃料の使用

量を減らすとともに、自立・分散型のエネルギーシステムによる災害に強く持続可

能な地域を構築していくことが求められる。 

このため、国の支援制度等を活用して過疎地域における再生可能エネルギーの導

入促進を図るとともに、関係自治体や企業、大学等と連携・協力して技術的課題や

コスト問題等の解決、情報の共有化を図り、過疎地域において再生可能エネルギー

の利用及び導入が促進される環境整備に努める。 

ア 地域と共生した太陽光・風力発電等の導入促進 

 地域との共生を図りながら、太陽光・太陽熱や風力などの自然エネルギー等の導

入促進を図り、化石燃料の使用削減を図るとともに、夜間や天候不順に備えた蓄電

池の導入促進を図ることにより、自立・分散型のエネルギーシステムの構築を目指

す。 
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イ 小水力・バイオマス発電等の導入促進 

 エネルギー資源の多様化や有効活用の観点から、比較的導入の進んでいない小水

力発電や各種バイオマス発電などの導入を促進する。 

ウ 地域特性を活かしたバイオマスの利用促進 

 豊かな農林水産資源を誇る本県の地域特性を活かして、間伐材を利用した木質バ

イオマス等の利用を促進するとともに、廃棄物のエネルギー利用や地域のバイオマ

ス資源である使用済み天ぷら油等を原料とするバイオ燃料の利用拡大を図る。 


